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次   第 
 

１ 開 会 
 
 
２ 議 事 

(1) 事業者へのヒアリングについて 
（一般社団法人公正採用人権啓発推進センター 事務⻑ 藤本 雄一氏） 

・・・・・・・・・・・・・・ ２ 
(2) 報告書作成に向けた論点整理について 

・・・・・・・・・・・・・・ ４ 

 
３ 閉会 
 
関連資料 

○ 公正採用・雇用促進会議「履歴書の性別欄に関する研究部会」設置要綱 
・・・・・・・・・・・・・・ ７ 
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○事業者へのヒアリングについて 

 

前提：公正採用人権啓発推進センターとして会員企業を含め、把握している情報を幅広く聞かせて

ください。 

 

 

＜基本ヒアリング事項＞ 

１ 採用選考に使用する様式について 

 

① 事業者は、履歴書・応募用紙として何を使用しているか（自社エントリー用紙、廃止前 JIS

規格履歴書、様式不問 etc）。 

 

② 当該書類を使用するに際して、歴史的な問題性や今日的問題性について、社内で議論や研修

を行っている事業者はあるか。 

 

③ 履歴書・応募用紙に関する他社の動向や社会の情勢について情報収集や情報交換が行われて

いるか。 

 

 

２ 性別欄のある履歴書等を使用している事業者の場合について 

 

① 任意記載か必須記載か。記入方法は選択式（選択肢も）か自由記入式か。 

（そのようにした理由は何か） 

 

② 性別情報を必要とする理由、使用目的は何か。 

 

③ 原則として性別欄をなくすこととした場合、どのような不都合が想定されるか。どのような

意見が出そうか。 

 

④ 性別欄の記載があることについて、そもそも社内で問題視されているか。 

問題視されていない場合、なぜだと考えられるか、 

問題視されている場合、何が問題点として挙げられるか。 

  

⑤ 属性情報を把握することにより、属性に基づく積極的差別是正措置や合理的配慮の導入にそ

れら情報が使用されたことはあるか。 

 

 

３ 性別欄が無い（又は無いもので応募可能な）履歴書等を使用している事業者の場合について 

 

① 性別欄を設けていない（削除した）理由は何か。 

 

② 性別欄をなくしたことによる効果や影響（良い面、悪い面）として、どういうことがあげら

れるか。 

 

③ 履歴書等に性別欄をなくした際、面接で性別に関わる質問をしたり、容姿や振る舞いなどか

ら性別を判断したりするようなことがないように注意する等のマニュアルを作成したか。また

は、作成しようとしているか。 

 

④ 履歴書等に性別欄をなくした際、履歴書等に書かれた氏名から安易に性別を判断しないよう

注意する等のマニュアルを作成したか。または、作成しようとしているか。 
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⑤ 履歴書等に性別欄をなくした際、性別欄をなくす意義について、社内で研修等を行ったか。

また、行う予定があるか。 

 

⑥ 性別欄をなくすに至るまでの経緯について。 

 

⑦ 属性情報の把握と、属性に基づく積極的差別是正措置や合理的配慮のバランスについて、ど

のような工夫や配慮を行っているか。また、どのような点が課題として挙げられるか。 

 

 

４ 大企業の新卒採用でマイナビやリクナビなどのポータルを通したウェブエントリーが主流に

なっていることについて 

 

① ポータルを提供している業者が雛形を作っているということはないのか。 

 

② 仕様上、性別でまとめて選別することも簡単になるわけでしょうが、そのあたりの運用がど

うなっているのか。 

 

③ その後リクナビから企業求人が引きあげているのかというとそんな風でもないでしょうが、

事件の影響などもわかるようであれば、教えてほしい。 
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□ 「履歴書における性別欄に関する研究部会」 これまでの議論の論点整理（叩き台） 

 

【１】男女雇用機会均等法について 

（１）男女雇用機会均等法の趣旨 

募集・採用、配置（業務の配分及び権限の付与を含む）・昇進・降格・教育訓練、 

一定範囲の福利厚生、職種・雇用形態の変更、退職の勧奨・定年・解雇・労働契約  

の更新について、性別を理由とする差別を禁止 

 

（２）男女雇用機会均等法違反とならない場合 

事実上生じている男女間格差を解消する目的で女性のみを対象としたり、女性を有

利に取り扱う措置は法の規定に違反しない。 

具体的には、女性労働者が男性労働者より相当程度少ない（４割を下回っている）

とき、女性を有利に取り扱っても法違反とはならない。 

   （この他、芸術・芸能の分野における表現の真実性のため（俳優等）の場合等、違

反とならない場合もある） 

 

 ◎法の運用等 

  ・事業者が、いわゆるポジティブアクションとして女性を有利に取り扱って募集する

場合に、それが、適正なポジティブアクションかどうか、応募者数に対する女性の採

用者数といった数値を国に提出するのか、について、国では、年間を通して企業を回

っており、そのときに実態を聞くということがある。その際、ポジティブアクション

とはいえないのではないかと思われる事案があれば、実際に何名の応募者があり、ど

れくらいの男女比で採用したのか等企業に聞くことはできる。 

 

・ハローワークにおいて事業者からポジティブアクションとして、例えば女性だけを

募集したいといった求人があり、ハローワークから労働局に情報提供があった場合、

具体的に今、どれぐらいの割合で男女の社員がいるのか等を聞くことはある。ただ、

全ての求人のチェックまでは行っていない。 

 

 

【２】女性活躍推進法について 

（１）女性活躍推進法の趣旨 

日本における働く女性の現状は、女性の力を十分に発揮できているとはいえない状

況であることを踏まえ、女性の個性と能力が十分に発揮できる社会を実現するため、

国、地方公共団体、民間事業主の各主体の女性の活躍推進に関する責務等を定める。 

（2016年 4月から全面施行。2025年度末までの時限立法） 

 

（２）女性活躍推進法の運用における性別の把握について 

・法は、事業主に「一般事業主行動計画」の策定を求めている。行動計画策定に当た

り必ず把握すべき項目となる【基礎項目】の中には「採用した労働者に占める女性労

働者の割合」があるが、応募時に性別を把握する必要はない。 

  【選択項目】の中には「男女別の採用における競争倍率」があり、本項目を選択する

場合は、算定に応募時の性別把握が必要となる。 

 

・また、法は事業主に「女性の活躍に関する情報公表」として、①女性労働者に対す

る職業生活に関する機会の提供 と ②職業生活と家庭生活との両立に資する雇用環
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境の整備 の２つの区分から項目を選択して公表することを求めている。①の区分の

項目には「男女別の採用における競争倍率」があり、本項目を選択する場合、応募時

の性別把握が必要となる。 

 

・法は、行動計画の策定・届出を行った事業主のうち、女性の活躍推進に関する取組

みの実施状況が優良である場合に「えるぼし認定」（１～３段階）を、特に優良であ

る場合に「プラチナえるぼし」として認定する。（女性の活躍を推進している事業主

であることの PR、公共調達における優遇措置といったメリット） 

 

  ・えるぼし認定の３段階目及びプラチナえるぼしの認定には、それまで「男女別の採

用における競争倍率」の基準を満たすことが必須であったが、2020年 6月に制度改

正があり、この基準に代えて「女性労働者の割合」の基準を選択することが可能とな

った。 

 

◎法の運用等 

・現在、法に基づく「一般事業主行動計画」の策定、「女性の活躍に関する情報」の

公表、「えるぼし」「プラチナえるぼし」の認定において、制度改正もあり、事業者は

必ずしも採用選考時に応募者の性別を把握する必要はない。 

・一方、採用後の社員に占める女性の割合は必須項目なので、女性を増やしたい、採

用したいという思いから、採用選考時に性別を把握したいと考える事業者もあると思

われる。 

・なお、事業主が女性労働者、男性労働者の比率を算出する場合等において、女性か

男性かの判断は事業主に委ねている。 

 

 

【３】被差別・社会的マイノリティ差別解消ガイドライン－「働く」編－について 

   （ガイドライン策定団体の事務局の意見） 

  ・女性活躍の推進や、女性の比率を高めていこうとする動きの中で、男性か女性かを

把握することの必要性はあると思う。それを進めながら、性的マイノリティ当事者に

とって、性別の記入を求められることにどのような問題があるのか、どう状況を変え

ていくのかが重要と思う。 

 

・履歴書から性別欄を無くすべきか、あるいは残すべきかといった結論ではなく、

「こういう方法もありますよ」と具体的な方策を提案できればよいと思っている。 

例えば、「男」「女」の選択肢以外に「その他」を設ける、あるいは選択式でなく自由

に記載できるようにする等が考えられる。当事者からは、男女の性別が必要な場合が

あることも理解できるので、任意記載であることの注記があれば気が楽になるという

意見もあった。 

 

【４】履歴書における性別欄の記入方法について 

（１）JIS規格の旧様式例（2020年 7月に削除された） 

「※ 男・女」の二択式。「※印のところは、該当するものを○で囲む。」との注記。 

 

（２）厚労省による新規大学等卒業予定者用の履歴書例（新規大学等卒業予定者用標準的

事項） 

  「性別」欄への自由記入方式 
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（３）その他応募用紙等の例 

性別欄は「任意記載」であることを注記しているものや、選択型として「男」

「女」の選択肢の他に、「その他」や「答えたくない」等を加えている例が見られる。 

 

（４）記入方法についての意見 

・LGBT当事者からは、性別の把握が必要であることも理解できるので、選択型でなく

自由記入式や、任意記載とされている方が「気が楽」という意見を聞く。(再掲) 

・事業者側の LGBTに対する姿勢が明らかでないと、自由記入式や任意記載の場合で

も応募者としては慎重になって、無難に「男」「女」を記入してしまうこともあるの

ではないか。 

 

【５】事業者における履歴書における性別欄に係る運用、考え方等について（仮） 

― 第 3回部会において事業者ヒアリングを実施 － （ヒアリング予定項目は別紙） 

 

 

 

 

【６】まとめ （履歴書における性別欄の必要性・あり方について（仮）） 

 

 

 

 

 

【７】その他 

履歴書には「性別欄」以外に、一般的に「氏名」の記入欄、「写真」の貼付欄があ

る。仮に履歴書から「性別欄」を削除したとしても、事業者は意識的か無意識かに関わ

らず、これら（氏名においては下の名前）を元に男性・女性を判断することが考えられ

る。 

ただ、氏名や写真は、性別の把握のためでなく、本来、面接等の際の本人確認のため

等に必要と考えられるため、履歴書における必要性は将来の検討課題とする。 
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公正採用・雇用促進会議 

「履歴書の性別欄に関する研究部会」設置要綱 

 

 

１ 研究部会の目的 

  全ての人権が尊重され性的指向や性自認を理由とする偏見や差別のない社会の実現を

めざし、性の多様性を尊重し LGBT等の性的マイノリティへの理解促進を図る機運が醸成

されてきている。 

公正採用・雇用促進会議でもこれまで、履歴書における性別欄の取扱いについて議論

が行われてきた。 

このため、公正な採用選考を推進する観点から、公正採用・雇用促進会議として下記

の調査研究を行うため、履歴書の性別欄に関する研究部会（以下「研究部会」という）を

設置する。 

 

２ 調査研究内容 

ア 性別欄に関する課題整理 

イ 現状の取扱いに関する調査 

ウ 関係機関等へのヒアリング 

 

３ 構成 

公正採用・雇用促進会議座長の指名により構成する。 

 

４ 研究部会の運営等 

ア 研究部会に座長を置く。座長は委員の互選による。 

イ 研究部会は座長が招集する。 

ウ この要綱に定めるもののほか、会議の運営に関し必要な事項は、その都度、協議し

決定する。 

 

５ 研究部会の公開 

 研究部会は、「大阪府情報公開条例 第 33条（会議の公開）」及び「会議の公開に関する

指針」の趣旨に即し、公開で行うものとする。なお、公正採用・雇用促進会議は、審議会

等に該当しないが、これまでの取り扱いを踏まえ公開するものである。 

 

６ 庶務 

会議の庶務は、大阪府商工労働部雇用推進室において行う。 

 

７ その他 

  この要綱に定めるもののほか、会議の運営に関し必要な事項は、座長が定める。 

 

附 則 

この要綱は、令和２年２月 10日から施行する。  

 


